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中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業（知財金融事業）とは

知財金融（事業）とは、
金融機関による、知財に着目した、

取引先企業の事業・経営支援

知財金融 ≠ 知財自体の価値による金融
≒ 知財活用型事業性評価
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金融機関は取引先企業の財務情報を基に事業実態の把握を
するのは得意だが、技術力の理解は苦手とすることが多い

⇓
しかし、取引先企業の事業・経営支援を行うには、売上の
源泉となる技術力、いわば知財の把握が肝心となる

＜特許庁が行う支援＞
• 知財ビジネス評価書の提供
• 知財ビジネス提案書の作成支援
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中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業（知財金融事業）とは



△ 各金融機関で行っている企業評価手法では、技術やノウハウ
などの企業の知財活動は見えにくい

○ 各金融機関で行っている企業評価手法に、評価書から得られる
事業内容を加えることで、企業活動がより詳細に理解できる

× 知財ビジネス評価書のみでは、企業を評価することは難しい
（評価書は万能ではない）

知財ビジネス評価書は、企業活動を知るためのツール

金融機関内部にある企
業評価手法 知財ビジネス評価書か

ら得られる事業内容

知財ビジネス評価書とは
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中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業概要（R２年度）

知財専門家
（コンサル）

⑥

ポータルサイト運営、
シンポジウム開催等

２． 知財ビジネス提案書の作
成支援 ①～⑦

３．普及啓発

ハンズオン（伴走）支援で金融
機関とともに提案を検討・実施し、
提案内容を評価書に追加

特許庁
（受託事業者）

企業ヒアリング

評価書作成・提出

評価の指示＆
評価書作成費

１．知財ビジネス評価書の提供
①～⑤、⑦

①

④

③

⑦経営支援を実施

⑤
クライアントである
中小企業の評価の
申請

②

金融機関等 中小企業

評価書提出

【目的】 中小企業と関わりが深い地域金融機関と連携し地域・中小企業における知的財産の有効活用を促進
【課題】 金融機関には、特許等の知的財産に着目しアドバイスできる人材が不足
【対応】１．知財ビジネス評価書・・・中小企業の経営力の源泉となる技術力やブランド力等の知的財産と

事業との関係性を知財調査・評価事業者が評価したレポートを提供
２．知財ビジネス提案書・・・評価書を提供した金融機関と専門家が、評価書の内容を基に提案内容を

検討し、中小企業へ経営支援を実施。（ハンズオン（伴走）支援）
３．普及啓発 ・・・・・・・・ ポータルサイトの運営、シンポジウム開催 等

提携調査会社
（複数）
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【知財ビジネス評価書の活用方法】
・企業とのコミュニケーションツール
・ビジネスマッチングや販路開拓のアドバイス
・融資判断の参考資料 など

企業概要
○○○株式会社
○県○市１－２
○年○月○日創設
資本金 ○○万円
従業員 ○○人
取引先 ○○○

○○○

評価対象企業
の基本情報

知財を活用した製品

○○○
○○○
○○○

技術解説
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○

製品に関する
技術を解説

市場・競合
市場規模(国内・海外）
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○

SWOT分析

事業の成長性、
企業の課題など

知財ビジネス

評価書

地域金融機関

知財ビジネス評価書のイメージ例

知財ビジネス評価書とは
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評価書
・

提案書

知財ビジネス
企業概要

○○○株式会社
○県○市１－２
○年○月○日創設
資本金 ○○万円
従業員 ○○人
取引先 ○○○

○○○

評価対象企業
の基本情報

知財を活用した製品

○○○
○○○
○○○

技術解説
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○

製品に関する
技術を解説

市場・競合
市場規模(国内・海外）
○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○

SWOT分析

事業の成長性、
企業の課題など

提案項目
＜課題解決に向けて＞
自社が行うべきこと
○○○○○○
専門家に相談すること
○○○○○○

課題解決に向けた
アドバイス

評価書に追加

本業支援に活用

（参考）知財ビジネス提案書とは

【知財ビジネス提案書の活用方法】
・企業とのコミュニケーションツール
・ビジネスマッチングや販路開拓のアドバイス
・融資判断の参考資料
・知財の観点からの経営課題の解決提案 など

6

知財ビジネス提案書のイメージ例



知財ビジネス評価書の用途

（平成30年度フォローアップ調査結果：109機関回答 (複数回答可））
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知財金融事業で抽出された主な課題

8

①地域金融機関による知的財産等の無形資産の評価が困難
地域金融機関が自発的に中小企業の知的財産等の無形資産を評価し、事業性評価を行う
環境を整えることが望ましいが、知的財産は不動産等の有形資産と比較して価値評価
が困難であり、金融機関の融資等の支援につながりにくい。

②知財ビジネス評価書（知財情報の活用）の金融機関への浸透が不足
特に、地域金融機関の知財（技術）の認識・知識が不足しており、
知財ビジネス評価書（知財情報の活用）が組織的に定着しているとはいえない。

（本事業終了後、知財ビジネス評価書（知財情報）の活用が継続されない虞がある）

③知財ビジネス評価書に記載すべき情報の整理が不十分
本来、金融機関のニーズや評価対象となる中小企業が抱えている課題等に応じて
評価書に記載すべき情報（金融機関の事業性評価に有益な情報）を整理すべきであるが、
その整理ができておらず、また、調査会社間でも共有できていない。
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参考資料



（参考）知財ビジネス評価書とは

・知財ビジネス評価書は、評価対象企業のビジネスについて、知
財を切り口として３Ｃ分析やＳＷＯＴ分析等を行い、定性的な表
現を中心として状況をまとめたレポート

・知財ビジネス評価書を作成する評価会社は複数存在し、評価会
社ごとに内容構成の特徴が異なる
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（参考）知財ビジネス評価書とは
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（参考）知財ビジネス評価書とは
主に、技術面の強み・弱み・
市場性等に重きを置いた評価

サマリー

技術の説明

市場性

課題
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（参考）知財ビジネス評価書の活用例
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（参考）知財ビジネス評価書の効果

「知財ビジネス評価書」を活用した事業性評価による融資の取組みについて～当行第１号案件～

中京銀行（頭取 永井 涼）は、三重化学工業株式会社（代表取締役社長 山川 大輔）に対して、
「知財ビジネス評価書」を活用し事業性評価を行い、ご融資いたしましたのでお知らせします。
当行は、特許庁が行う「知財ビジネス評価書作成支援」に参画しており、中小企業が保有する知的財
産に着目し、事業性評価を行うことで、お客さまの事業の強みを理解する営業活動を行ってまいりました。
同社に対しても「知財ビジネス評価書」を活用した事業性評価を行い、同社の強みを活かすべく近畿大
学と産学連携を行った結果、医療分野で新商品を開発することとなり、今般、その新商品開発資金とし
てご融資いたしました。
当行は、引続きお客さまの適正な事業性評価を通じ、地域経済に資する活動を行ってまいります。

業種 作業用手袋、作業保護用品、保冷剤・保冷具、医療機器製造
資本金 ２３百万円
従業員 ４３人（平成２８年１０月現在）
設立 昭和３１年１２月
融資契約金額 ３０百万円

中京銀行 ２０１８年２月１日ニュースリリースより引用
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（参考）知財ビジネス評価書の効果（金融機関の声）
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（取引先とのコミュニケーションツール）
 金融機関から知財の話題があったことに対し、驚いている取引先は多い
 知財ビジネス評価書を提出したことで取引先からの評価が高まり、相談業務が

増えた
 知財を切り口の1つとして加えることで、銀行を顧客とのコミュニケーションが

深まった

（取引先の客観的評価）
 企業の技術力等を客観的に知ることは、中長期的な事業展開を推進する上で有

益だった
 企業の今後の経営の展開への考え方を新たな角度で取り組めた

（取引先の技術開発力・交渉力の強化）
 知財ビジネスマッチング事業に繋がり、新商品の開発に着手した
 企業の知的財産の価値が分かり、他企業との交渉がしやすくなった



（参考）知財金融事業の経緯

＜知財推進計画２０２０本文抜粋＞
知財を切り口とした事業性評価を通じて中小企業における知財活用を推進するため、中小

企業の経営課題に対して知財を活用した解決策を提案する「知財ビジネス提案書」の作成支
援を地域金融機関等に行う。また、金融庁と連携した知財金融シンポジウムの開催等、知財
金融促進のための包括的な取組を行う。
（短期、中期）（経済産業省、金融庁）

年度 支援内容 目的・狙い 評価書等実績
Ｈ２６

 知財ビジネス評価書の提供  知財を切り口とした取引先の実態把握
（技術や知財に対する理解の促進）

５１件

Ｈ２７ １５０件

Ｈ２８ １５０件

Ｈ２９ ２００件

Ｈ３０ ２２８件

Ｒ１  知財ビジネス評価書の提供
 知財ビジネス提案書の試行

 知財を切り口とした取引先の実態把握
 知財を切り口とした取引先への本業支
援提案の試行

評価書 ６２件
提案書１０５件

Ｒ２  知財ビジネス評価書の提供
 知財ビジネス提案書の展開

 知財を切り口とした取引先の実態把握
 知財を切り口とした取引先への本業支
援提案の促進

※予定件数
評価書 ６０件
提案書１００件
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